
化

スト削減と業務改善が

推

図られた。

　共同セキ

進

ュリティ外部監査によ

係

り、システムの脆弱性

2

を調査し、その結果を

1

反映させるとともに、

1

インターネットへの

接

1

続をあいち情報セキュリティクラウド経由にすることで、適切で効率的かつ高度なセキュリティ対策が図られた。

　あいち自治体クラウドの共同利用システムの有効性や利用団体の業務システムの運用について、継続的に調査、検討を

行う。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 情報セキュリティ外部監査実施サーバ数（台） 20 20 20 20 20
指標

指標
　あいち電子自治体推進協議会の事業であるため比較検証はなし。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,068 17,042 16,668 16,786 合計 16,668,096 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 1,936 1,936 1,953 1,936 交付金 16,668,096 円

一般財源 15,132 15,106 14,715 14,850

職員人件費　② 2,714 2,700 2,696 1,893

総事業費（①＋②） 19,782 19,742 19,364 18,679

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 あいち情報セキュリテ

Ｄ

ィクラ
ウド負担金

３年

　

度以降の事業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 計画推進

基本施策

和

情報共有
施策体系

施策

元

の内容 電子市役所の推

年

進

目
　
　
　
的

　あいち

度

電子自治体推進協議会

評

において、愛

主
た
る
内

価

容

〇電子申請・届出シ

）

ステムの運用
知県と県

刈

内市町村が共同して電

谷

子自治体への 〇ＬＧＷ

市

ＡＮの運用
効率的な取

事

組を図る。 〇共同セキ

務

ュリティ監査
〇協議会

事

Ｗｅｂ運営
〇あいち情

業

報セキュリティクラウ

評

ドの運用

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 市民、事業者、県内

ー

市町村（除名古屋市）

ト

事業期間 平成１５年度

（

～

実施方法 ■直営　■

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

画

績

２９年度実績 ３０年

財

度実績 元年度実績 ２年

政

度計画

・電子申請・届

部

出システムの ・電子申

一

請・届出システムの ・

般

電子申請・届出システ

会

ムの ・電子申請・届出

計

システムの
　運用 　運

愛

用 　運用 　運用
・ＬＧ

知

ＷＡＮの運用 ・ＬＧＷ

県

ＡＮの運用 ・ＬＧＷＡ

自

Ｎの運用 ・ＬＧＷＡＮ

治

の運用
・共同セキュリ

体

ティ監査 ・共同セキュ

共

リティ監査 ・共同セキ

同

ュリティ監査 ・共同セ

情

キュリティ監査
・協議

報

会Ｗｅｂ運営 ・協議会

化

Ｗｅｂ運営 ・協議会Ｗ

事

ｅｂ運営 ・協議会Ｗｅ

業

ｂ運営
・共同課題研究

担

・共同課題研究 ・共同

当

課題研究 ・共同課題研

課

究
・あいち情報セキュ

情

リティク ・あいち情報

報

セキュリティク ・あい

シ

ち情報セキュリティク

ス

・あいち情報セキュリ

テ

ティク
　ラウドの運用

ム

　ラウドの運用 　ラウ

課

ドの運用 　ラウドの運

款

用

　電子申請・届出シ

項

ステムの運用、ＬＧＷ

目

ＡＮアクセス運営によ

担

り、県域での情報化の

当

推進と住民サービスの

係

質的向上及

成果
び標準

情

化や、システム開発及

報

び維持管理におけるコ



推進係

2 1 11

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　国民の利便性向上を

和

図る行政手続オンライ

２

ン化法が平成 
・法的

年

業務
普通

15年2月3

度

日に施行された。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　名古屋

元

市を除く市町村で共同

年

開発・運用しているた

度

め本
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

市独自

価

執行に比べ、コスト削

）

減や事務の効率化が図

刈

られて
効率性 ・執行体

谷

制の効率性 いる。
・手

市

段の最適性　など

　名

事

古屋市を除く市町村で

務

運用しているが市が主

事

体となっ
・市が主体と

業

なって実施する
普通

て

評

いる。総合計画におい

価

ても電子市役所の推進

シ

に関連する
妥当性 　べ

ー

き事業であるか 内容で

ト

ある。
・総合計画との

（

整合性　など

　電子市

様

役所の実現に情報シス

式

テムの利活用は不可欠

２

であ

施策への ・施策へ

）

の貢献度
普通

り、事務

会

効率化のみならず市民

計

サービスの向上を見据

名

えた
・目標達成度 もの

担

である。
貢献度 ・市民

当

サービスへの効果　な

部

ど

今後の方向性 □拡充

企

　■現状維持　■改善

画

・効率化　□縮小　□

財

終期設定　□休止・廃

政

止

　あいち電子自治体

部

推進協議会において情

一

報システムの共同運用

般

がなされているため継

会

続利用となる。

計
愛知県

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

自

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

治

　
価
　
∨

体共同情報化事業
担当課 情報システム課

款 項 目 担当係 情報化



2

の更新に応じて、情報

1

共有基盤システムを拡

1

充、管理していく必要

1

がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 情報共有基盤システムを利用したシステム連携運用 16 17 18 19 19
指標 （業務）

指標
　市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 44,982 50,000 46,649 42,000 合計 46,648,739 円
委託料 46,648,739 円

財
　
源

特定財源 1,272 0 0 0

一般財源 43,710 50,000 46,649 42,000

職員人件費　② 19,774 19,675 15,018 14,766

総事業費（①＋②） 64,756 69,675 61,667 56,766

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 計画

令

推進

基本施策 情報共有

和

施策体系
施策の内容 電

元

子市役所の推進

目
　
　

年

　
的

　基幹情報システ

度

ムを再構築し、情報共

評

有基

主
た
る
内
容

○業務

価

システム間連携や番号

）

制度による情報
盤シス

刈

テム等を整備すること

谷

により、今後の 　連携

市

を行う情報共有基盤の

事

整備
システム調達及び

務

運用における効率化を

事

図る｡ ○基幹システム

業

再構築の計画、実施

位

評

置
づ
け

関連計画

根拠法

価

令

対象者 市職員 事業期

シ

間 平成２５年度 ～

実施

ー

方法 ■直営　■委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２９

部

年度実績 ３０年度実績

企

元年度実績 ２年度計画

画

・情報共有基盤システ

財

ム運用 ・情報共有基盤

政

システム運用 ・情報共

部

有基盤システム運用 ・

一

情報共有基盤システム

般

運用
・番号制度対応（

会

情報連携、 ・番号制度

計

対応（情報連携、 ・番

シ

号制度対応（情報連携

ス

、 ・番号制度対応（情

テ

報連携、
　マイナポー

ム

タル等） 　マイナポー

基

タル等） 　マイナポー

盤

タル等） 　マイナポー

整

タル等）
・戸籍システ

備

ム更新 ・税収納システ

事

ム調達支援 ・税収納シ

業

ステム開発支援 ・税収

担

納システム開発支援
・

当

地域健康支援システム

課

調達 ・住民記録システ

情

ム調達及び ・住民記録

報

システム開発支援 ・固

シ

定資産税システム更新

ス

　及び開発支援 　開発

テ

支援 ・後期高齢者医療

ム

保険システ
・市営住宅

課

システム調達及び ・国

款

民健康保険システム更

項

新 　ム更新
　開発支援

目

・国民年金システム開

担

発支援

・情報共有基盤

当

システムの運用を効率

係

的に進めることができ

シ

た。

成果
・個人番号利

ス

用事務該当システムに

テ

おいて、情報連携を適

ム

切に運用することがで

係

きた。

　業務システム



1 11

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　住民情

令

報を利用する業務に直

和

結しており必要不可欠

２

であ
・法的業務

普通
る

年

。
必要性 ・市民ニーズ

度

、社会需要
・市民生活

（

上必要である　など

　

令

長期的、総合的なコス

和

トの節減を目指すため

元

、連携する
・コストの

年

節減、費用対効果
普通

度

他のシステムも含めた

評

全体的な視点からの見

価

直しを進めて
効率性 ・

）

執行体制の効率性 いる

刈

。
・手段の最適性　な

谷

ど

　市民の個人情報を

市

扱う事業であり、市が

事

主体となって実
・市が

務

主体となって実施する

事

普通
施すべきである。

業

総合計画においても電

評

子市役所の推進に
妥当

価

性 　べき事業であるか

シ

関連する内容である。

ー

・総合計画との整合性

ト

　など

　電子市役所の

（

実現に情報システムの

様

利活用は不可欠であ

施

式

策への ・施策への貢献

２

度
普通

り、事務効率化

）

のみならず市民サービ

会

スの向上を見据えた
・

計

目標達成度 全体システ

名

ム再構築が必要である

担

。
貢献度 ・市民サービ

当

スへの効果　など

今後

部

の方向性 ■拡充　■現

企

状維持　■改善・効率

画

化　□縮小　□終期設

財

定　□休止・廃止

　既

政

存システムの更新は基

部

盤システム上において

一

再構築する。データ連

般

携基盤等はその都度拡

会

充していく必要があ　

計

る。同時にサーバ、端

シ

末等インフラ面におけ

ス

る集約、効率化を進め

テ

る。

ム基盤

Ｃ
 
　

整

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

備

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 情報システム課

款 項 目 担当係 システム係

2



1

指標名称（単位）
実績

1

値 目標値

２９年度 ３０

1

年度 元年度 ２年度 ４年度

 
指標

 
指標

　市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 148,653 162,096 181,888 195,485 合計 181,888,244 円
需用費 1,267,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 3,034 4,642 役務費 1,677,401 円
委託料 53,500,152 円

一般財源 148,653 162,096 178,854 190,843 使用料及び賃借料
118,699,191 円

職員人件費　② 23,651 23,532 28,496 28,018 負担金、補助及び
交付金 6,744,000 円

総事業費（①＋②） 172,304 185,628 210,384 223,503

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金（国）

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 計画推

令

進

基本施策 情報共有
施

和

策体系
施策の内容 電子

元

市役所の推進

目
　
　
　

年

的

　情報処理業務を安

度

全かつ迅速、効率的に

評

遂

主
た
る
内
容

　電子計

価

算機とその周辺機器の

）

運用管理、保
行するこ

刈

とにより、業務システ

谷

ムの安定稼動 守管理及

市

び業務データの保管等

事

を行う。
を図る。

位
置

務

づ
け

関連計画  

根拠法

事

令  

対象者 市職員 事業

業

期間 昭和４２年度 ～

実

評

施方法 ■直営　■委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

名

９年度実績 ３０年度実

担

績 元年度実績 ２年度計

当

画

・ホストコンピュー

部

タ運用管 ・ホストコン

企

ピュータ運用管 ・ホス

画

トコンピュータ運用管

財

・ホストコンピュータ

政

運用管
  理   理  

部

 理   理
・サーバ、

一

データ管理 ・サーバ、

般

データ管理 ・サーバ、

会

データ管理 ・サーバ、

計

データ管理
・番号制度

シ

対応作業 ・番号制度対

ス

応作業 ・番号制度対応

テ

作業 ・番号制度対応作

ム

業
・セキュリティ強化

等

対応 ・セキュリティ強

管

化対応 ・セキュリティ

理

強化対応 ・セキュリテ

事

ィ強化対応
・改元対応

業

作業 ・改元対応作業
・

担

仮想化基盤サーバ更新

当

・ホストコンピュータ

課

の運用管理を適切に実

情

施できた。

成果
・仮想

報

化基盤サーバの運用を

シ

推進し、情報システム

ス

の有効活用及びセキュ

テ

リティの強化を図るこ

ム

とができた。

　ホスト

課

コンピュータによるシ

款

ステムは、法改正に伴

項

う改修や業務を運用す

目

る人員の確保など今後

担

の運用管理に課題があ

当

るため､オープンシス

係

テムに再構築すること

シ

が望ましい。再構築に

ス

当たっては、行政事務

テ

の効率化・省力化とと

ム

もに市民
課題

サービス

係

をさらに向上させるシ

2

ステムが求められる。



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 88,995 102,336 124,838 91,032 合計 124,838,456 円
需用費 671,802 円

財
　
源

特定財源 5,229 8,726 7,951 8,726 役務費 150,000 円
委託料 62,412,275 円

一般財源 83,766 93,610 116,887 82,306 使用料及び賃借料
60,535,179 円

職員人件費　② 16,284 19,289 21,950 14,766 備品購入費 1,069,200 円

総事業費（①＋②） 105,279 121,625 146,788 105,798

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 市町村振興協会新宝くじ交付
金（県）

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

令

本施策 情報共有
施策体

和

系
施策の内容 電子市役

元

所の推進

目
　
　
　
的

　

年

情報系ネットワーク内

度

のパソコンや各シス

主

評

た
る
内
容

　グループウ

価

ェアシステム、財務会

）

計システ
テム等の情報

刈

機器を管理又は導入す

谷

ることに ム、内部事務

市

支援システム、統合型

事

ＧＩＳ、
より、行政事

務

務の合理化や効率化を

事

図る。 ファイルサーバ

業

等各システムの保守管

評

理を行
う。

位
置
づ
け

関

価

連計画  

根拠法令  

対

シ

象者 市職員、市民、事

ー

業者 事業期間 平成１８

ト

年度 ～

実施方法 ■直営

（

　■委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

企

実
　
績

２９年度実績 ３

画

０年度実績 元年度実績

財

２年度計画

・各種シス

政

テムの運用管理 ・各種

部

システムの運用管理 ・

一

各種システムの運用管

般

理 ・各種システムの運

会

用管理
・ファイルサー

計

バシステム機 ・ＷＳＵ

Ｏ

Ｓサーバの構築 ・グル

Ａ

ープウェア更新 ・大容

管

量ファイル転送サービ

理

　器等更新 ・内部事務

事

支援システム更新 スの

業

導入
・パソコン1,3

担

40台更新 ・統合型Ｇ

当

ＩＳ更新

　グループウ

課

ェアパソコン、ファイ

情

ルサーバ、財務会計シ

報

ステム、統合型ＧＩＳ

シ

､インターネットなど

ス

のシステムにより､

成

テ

果
内部事務の合理化や

ム

効率化が図られた。

　

課

業務全体を対象として

款

効率や生産性を改善す

項

るため、業務全体を全

目

面的に見直し、長期的

担

なシステム最適化計画

当

を継続

的に策定する必

係

要がある。
課題

指標名

情

称（単位）
実績値 目標

報

値

２９年度 ３０年度 元

化

年度 ２年度 ４年度

 
指

推

標
 

指標
 

他市との
比

進

較検証

係

2 1 1



進

ーネットの目標稼働率

係

を99.99％にした

2

場合 0 0 0 52 52
指

1

標 の停止許容時間（分

1

）
成果 ネットワークの

1

目標稼働率を99.9

シ

9％にした場合の 15

ス

505 1,656 2,

テ

417 2,417
指標

ム

停止許容時間（分）

他

係

市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 43,338 73,096 54,364 77,230 合計 54,363,822 円
需用費 231,044 円

財
　
源

特定財源 0 1,200 1,213 1,200 役務費 9,192,994 円
委託料 11,832,168 円

一般財源 43,338 71,896 53,151 76,030 使用料及び賃借料
33,107,616 円

職員人件費　② 10,081 22,375 17,329 15,145

総事業費（①＋②） 53,419 95,471 71,693 92,375

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 情報システム等管理事業負担
金

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 計画推進

基

和

本施策 情報共有
施策体

元

系
施策の内容 電子市役

年

所の推進

目
　
　
　
的

　

度

情報システム全般のイ

評

ンフラであるネット

主

価

た
る
内
容

　庁舎、各施

）

設のネットワーク及び

刈

インター
ワークを効率

谷

的に維持管理すること

市

により、 ネット環境の

事

保守管理並びにマルウ

務

ェア、不
全システムの

事

安定稼動を図る。 正侵

業

入に対するセキュリテ

評

ィ対策等を実施す
る。

価

位
置
づ
け

関連計画

根拠

シ

法令

対象者 市職員 事業

ー

期間 平成２３年度 ～

実

ト

施方法 ■直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

企

９年度実績 ３０年度実

画

績 元年度実績 ２年度計

財

画

・ネットワークの運

政

用管理 ・ネットワーク

部

の運用管理 ・ネットワ

一

ークの運用管理 ・ネッ

般

トワークの運用管理
・

会

インターネットの運用

計

管理 ・インターネット

ネ

の運用管理 ・インター

ッ

ネットの運用管理 ・イ

ト

ンターネットの運用管

ワ

理
・あいち情報セキュ

ー

リティク ・ネットワー

ク

ク機器等の更新 ・未知

等

のマルウェア対策の本

管

・インターネット関連

理

サーバ
　ラウドへの接

事

続 　格運用 等の更新

　

業

各種情報システム全般

担

のインフラの効率的な

当

維持管理を行うととも

課

に､未知のマルウェア

情

対策の本格運用により

報

庁内ネ

成果
ットワーク

シ

のセキュリティ対策を

ス

強化することで、より

テ

安全な運用を実現し適

ム

正な運用管理を行った

課

。

　災害に強い各施設

款

のネットワーク環境整

項

備を検討する。

　イン

目

ターネットなどの外部

担

からの新たな脅威に対

当

し、引続き万全な情報

係

セキュリティ対策を施

情

す。
課題

指標名称（単

報

位）
実績値 目標値

２９

化

年度 ３０年度 元年度 ２

推

年度 ４年度

成果 インタ
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